
米沢市都市計画マスタープラン及び米沢市立地適正化計画の概要について

策定期間（２カ年）
平成30年度～令和元年度

概
要

都市再生特別措置法（第８１条）　※策定は任意

住宅及び都市機能増進施設（医療、福祉、商業等）の立地の適正化を
図るための計画

計画の位置付け各計画について

都市計画法（第１８条の２）　※策定は義務

市の都市計画に関する基本的な方針

現都市計画マスタープラン（平成１２年度～令和２年度（平成２５年度見直し））の計画期間終了に伴い、これを更新すると
共に、当該プランの一部となる立地適正化計画を新たに策定するもの。

立地適正化計画

都市計画マスタープランの対象区域は、都市計画区域が基本となりますが、市全体
として一体的な都市づくりを進めるという観点から、市域全体を対象とします。
立地適正化計画の対象区域は、都市再生特別措置法で都市計画区域内とされて
おり、都市全体を見渡す観点から、都市計画区域全域とします。

スケジュール

２０年（概ね５年毎に評価）

計画の構成

計画対象区域

- 計画策定を条件として、都市再生整備計画事業等、多数

計画策定の体制

２０年（概ね１０年で見直し）

主　　な
記載内容

・まちづくりの理念、目標、方針　・目指すべき都市の骨格構造
・全体構想（都市像、課題に対応した整備方針）
・地域別構想（地域像、実施されるべき施策）

・まちづくりの理念、目標、方針
・居住や都市機能を誘導する区域
・定量的な目標値
・目指すべき都市の骨格構造
・これらを誘導するための施策

・誘導施設の開発、廃止等に関する届出制度を新たに実施
・都市計画マスタープランの一部とみなす

-

計画期間

支 援 策

そ の 他

都市計画マスタープラン計画名

根拠法令

概　　要

都市計画区域＝「立地適正化計画区域」市域＝「都市計画マスタープラン区域」

【庁内策定委員会】

・副市長

・関係部等の長

【庁内作業部会】

・関係課等の長

【事務局】都市整備課

都市計画審議会

【市民検討委員会】

・関係団体等 11名

計画原案の作成

パ
ブ
リ
ッ
ク

コ
メ
ン
ト

協
議
会
等

市 長

計画案
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住民意向調査

主要な課題 計画体系図

1.現状と課題

施策整理・現状分析

地域環境整備

4.立地適正化計画

解決すべき課題

まちづくりの方針分野別整備方針

全体整備構想図

3.全体整備構想

将来フレーム

骨格構造

2.全体構想

理念と基本目標

基本フレーム

施策・誘導方針

誘導区域・誘導施設5.地区別整備構想

地区の特性と課題

7.評価指標

地域別整備構想

6.実現化の方策

土地利用

都市施設整備

4 7 10 1 4 7 10 1

※ 検討委員会等を適宜開催。

項目
平成30年度 令和元年度

計画準備

関連計画・施策等の整理

現状及び将来見通し分析

アンケート調査

全体構想の検討

全体整備構想の検討

まちづくり方針の検討

都市の骨格・誘導方針の検討

計画策定・公表

地域別整備構想検討

誘導区域の構想検討

実現化の方策の検討

目標値、評価方法の設定

住民周知、パブコメ

立地適正化計画区域
＝都市計画区域

生活サービスを誘導するエリアと
誘導する施設を設定

居住を誘導し人口密度を維持
するエリアを設定

都市機能誘導区域

居住誘導区域

誘導区域イメージ図（国作成）

資料１

凡例
　　 都市マス
　　 立地適正化

山形県

『米沢都市計画区域（外３区域）の整備、

開発及び保全の方針』

米沢市

『米沢市まちづくり総合計画』

即す 即す

『米沢市都市計画マスタープラン』
都市計画法第１８条の２「市町村の都市計画に関する基本的な方針」

『米沢市立地適正化計画』
都市再生特別措置法第８１条「住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化に関す

る基本的な方針」※ 当該方針が公表されたときは都市計画マスタープランの一部と見なされる（第８２条）。

整合・連携

誘導すべき都市機能に関わる分野・関連事業

医療

公共施設

福祉 子育て 健康 商業 教育 住宅

防災 交通 道路 上下水道 公園 その他


